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茨城県知事

橋本 昌殿

(届け出者)

住所

名称

代表者

平成 18年 4月 3日

研究所内溶融施設の溶融炉届け出書

研究施設所有者 日本環境保全株式会社

及び代表名 古渡周作

研究所の名称 日本環境保全新利根研究所

住 所 茨城県稲敷市柴崎居鑓 69 54-1 

研究所の敷地面積 1600.5(485坪)平方メートル

溶融炉 1 50kglh 1基

施設機械類 洗煙装置 1基

煙 突 1基

研究所責任者 古渡周作

資 格 者 和田 カ

研 究 室 1棟

施設建築物 食 堂 1棟

事務所兼倉庫 1棟
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様式第l(第4条関係)

特定施設設置(使用、変更)届出書

平成18年4月3日

茨城県知事橋本昌殿

届出者

工場又は事業場の
新利根研究所

※整理番号
名称
工場文は事業場の 茨城県稲敷市柴崎居鑓 ※受理年月日
所在地 6954-1 年 月
特定施設の種類

排廃棄ガス物洗焼浄却施炉設
※施設番号

ム特定施設の構造
大気は別基紙準1適、用水施質設基にjあっ

※審査結果
て 準対象
施設にあっては別紙4のと
おり。

A特定施設の使用
大ては気別基紙準2適、用水施質設基にあっ

※ 備 考
の方法 準対象

施設にあっては別紙5のと
おり。

A発生ガス又は汚 大気基準適用施設にあっ
水若しくは廃液 ては別紙3、水質基準対象
の処理の方法 施設にあっては別紙6のと

おり。

備考 1特定施設の種類の欄には、大気基準適用施設にあってはダイオキシン類対策特
別措置法施行令別表第1、水質基準対象施設にあっては問令別表第2に掲げる
号番号及び名称を記載すること。

日

2 6.印の欄の記載については、別紙によることとし、かっ、できる限り、図面、表等を

利用すること。
3※印の欄には、記載しないこと。
4 変更届出の場合には、変更のある部分について、変更前及び変更後の内容を対

照させること。
5届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工

業規格A4とすること。
6氏名(法人にあってはその代表者の氏ー名)を記載し、押印することに代えて、本人

(法人にあってはその代表者)が署名することができる。
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様式第 2

南総環保第 14号

平成 18年 4月 12日
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殿

日本環境保全株式会社

代表取締役和田.力

平成 18年 4月 5日次の届出書を受理しました。

届出の根拠 ダイオキシン類対策特別措置法第 12条第 1項

届出の内容 特定施設の設置

届出に係る 大気 5 廃棄物焼却炉 1基
特定施設の 水質 15ーイ 廃ガス洗滞施設 1基

種類

実施制限 平 成 年 具 日

解除日

一一
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日本工業規格 A4とすること。)備考(用紙の大きさは，

.届出者の住所

牛久市柏田 2丁目 33番地 2

.事業所の名称および所在地

名称 新利根研究所

所在地 稲敷市柴崎居鑓 6954-1
.施設番号および型式等

日本環境保全製 NK-150 
焼却能力 150kg/h
焼却物;焼却灰 100% 




